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(１)「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算は、複数の内服薬が処方されている患者であって、薬物有害事象の存在や服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等のおそれのあるものに対して、処方の内容を総合的に評価した上
で、当該処方の内容を変更し、当該患者に対して療養上必要な指導を行う取組を評価したものであり、次に掲げる指導等を全て実施している場合に算定する。
ア患者の入院時に、持参薬を確認するとともに、（７）の関連ガイドライン等を踏まえ、特に慎重な投与を要する薬剤等の確認を行う。
イアを踏まえ、患者の病状、副作用、療養上の問題点の有無を評価するために、医師、薬剤師及び看護師等の多職種によるカンファレンスを実施し、薬剤の総合的な評価を行い、適切な用量への変更、副作用の被疑薬の中
止及びより有効性・安全性の高い代替薬への変更等の処方内容の変更を行う。また、評価した内容や変更の要点を診療録等に記載する。
ウ当該カンファレンスにおいて、処方の内容を変更する際の留意事項を多職種で共有した上で、患者に対して処方変更に伴う注意点を説明する。また、併せて当該患者に対し、ポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行
う。なお、ここでいうポリファーマシーとは、「単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等の問題につながる状態」をいう。
エ処方変更による病状の悪化や新たな副作用の有無について、多職種で確認し、必要に応じて、再度カンファレンスにおいて総合的に評価を行う。
(２)「注１のイ」については、入院中の患者であって、入院前に内服を開始して４週間以上経過した内服薬が６種類以上処方されていたものについて、算定する。この場合において、「特に規定するもの」として、屯服薬について
は内服薬の種類数から除外する。また、服用を開始して４週間以内の薬剤については、調整前の内服薬の種類数からは除外する。
(３)「注１のロ」については、精神病棟に入院中の患者であって、入院時又は退院１年前のうちいずれか遅い時点で抗精神病薬を４種類以上内服していたものについて、算定する。
(４)当該加算の算定における内服薬の種類数の計算に当たっては、錠剤、カプセル剤、散剤、顆粒剤及び液剤については、１銘柄ごとに１種類として計算する。
(５)「注1のロ」及び「注２のロ」に規定する抗精神病薬の種類については、第２章第５部第２節（３）イにおける抗精神病薬の種類と同様の取扱いとする。
(６)医師は、処方内容の総合調整に当たって、薬効の類似した処方や相互作用を有する処方等について、当該保険医療機関の薬剤師に必要に応じ照会を行う。また、当該保険医療機関の薬剤師は、薬効の類似した処方
や相互作用を有する処方等について、必要に応じ医師に情報提供を行う。
(７)持参薬の確認及び内服薬の総合的な評価及び変更に当たっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働
省）、日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。
(８)患者に対してポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行うに当たっては、「高齢者が気を付けたい多すぎる薬と副作用」（日本老年医学会、日本老年薬学会）等を参考
にすること。
(９)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、薬効の重複する薬剤の減少等により、退院時に処方される内服
薬が減少したことを評価したものである。
(10)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、退院時に処方される内服薬が２種類以上減少し、その状態が４
週間以上継続すると見込まれる場合又は退院までの間に、抗精神病薬の種類数が２種類以上減少した場合に算定する。なお、保険医療機関がクロルプロマジン換算を用いた評価を行う場合には、別紙36の２に示す係数を
用い、クロルプロマジン換算で2,000mg以上内服していたものについて、クロルプロマジン換算で1,000mg以上減少した場合を含めることができる。
(11)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、内服薬が減少する前後の内服薬の種類数（クロルプロマジン換算の評価による場合はクロルプロマジン換算した量）を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(12)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、当該保険医療機関及び他の保険医療機関で処方された内服薬を合計した種類数から２種類以上減少した場合については、
区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料と合わせて、１か所の保険医療機関に限り算定できることとする。この場合には、当該他の保険医療機関名及び各保険医療機関
における調整前後の薬剤の種類数を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(13)「注２」に規定する薬剤調整加算は、当該保険医療機関で薬剤調整加算又は区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料を１年以内に算定した場合においては、前回の算定に当たって減少した後の内服薬
の種類数から、更に２種類以上減少しているときに限り新たに算定することができる。

がん診療連携拠点病院等の整備について
（人員配置基準と実績要件）
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(１)「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算は、複数の内服薬が処方されている患者であって、薬物有害事象の存在や服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等のおそれのあるものに対して、処方の内容を総合的に評価した上
で、当該処方の内容を変更し、当該患者に対して療養上必要な指導を行う取組を評価したものであり、次に掲げる指導等を全て実施している場合に算定する。
ア患者の入院時に、持参薬を確認するとともに、（７）の関連ガイドライン等を踏まえ、特に慎重な投与を要する薬剤等の確認を行う。
イアを踏まえ、患者の病状、副作用、療養上の問題点の有無を評価するために、医師、薬剤師及び看護師等の多職種によるカンファレンスを実施し、薬剤の総合的な評価を行い、適切な用量への変更、副作用の被疑薬の中
止及びより有効性・安全性の高い代替薬への変更等の処方内容の変更を行う。また、評価した内容や変更の要点を診療録等に記載する。
ウ当該カンファレンスにおいて、処方の内容を変更する際の留意事項を多職種で共有した上で、患者に対して処方変更に伴う注意点を説明する。また、併せて当該患者に対し、ポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行
う。なお、ここでいうポリファーマシーとは、「単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等の問題につながる状態」をいう。
エ処方変更による病状の悪化や新たな副作用の有無について、多職種で確認し、必要に応じて、再度カンファレンスにおいて総合的に評価を行う。
(２)「注１のイ」については、入院中の患者であって、入院前に内服を開始して４週間以上経過した内服薬が６種類以上処方されていたものについて、算定する。この場合において、「特に規定するもの」として、屯服薬について
は内服薬の種類数から除外する。また、服用を開始して４週間以内の薬剤については、調整前の内服薬の種類数からは除外する。
(３)「注１のロ」については、精神病棟に入院中の患者であって、入院時又は退院１年前のうちいずれか遅い時点で抗精神病薬を４種類以上内服していたものについて、算定する。
(４)当該加算の算定における内服薬の種類数の計算に当たっては、錠剤、カプセル剤、散剤、顆粒剤及び液剤については、１銘柄ごとに１種類として計算する。
(５)「注1のロ」及び「注２のロ」に規定する抗精神病薬の種類については、第２章第５部第２節（３）イにおける抗精神病薬の種類と同様の取扱いとする。
(６)医師は、処方内容の総合調整に当たって、薬効の類似した処方や相互作用を有する処方等について、当該保険医療機関の薬剤師に必要に応じ照会を行う。また、当該保険医療機関の薬剤師は、薬効の類似した処方
や相互作用を有する処方等について、必要に応じ医師に情報提供を行う。
(７)持参薬の確認及び内服薬の総合的な評価及び変更に当たっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働
省）、日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。
(８)患者に対してポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行うに当たっては、「高齢者が気を付けたい多すぎる薬と副作用」（日本老年医学会、日本老年薬学会）等を参考
にすること。
(９)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、薬効の重複する薬剤の減少等により、退院時に処方される内服
薬が減少したことを評価したものである。
(10)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、退院時に処方される内服薬が２種類以上減少し、その状態が４
週間以上継続すると見込まれる場合又は退院までの間に、抗精神病薬の種類数が２種類以上減少した場合に算定する。なお、保険医療機関がクロルプロマジン換算を用いた評価を行う場合には、別紙36の２に示す係数を
用い、クロルプロマジン換算で2,000mg以上内服していたものについて、クロルプロマジン換算で1,000mg以上減少した場合を含めることができる。
(11)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、内服薬が減少する前後の内服薬の種類数（クロルプロマジン換算の評価による場合はクロルプロマジン換算した量）を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(12)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、当該保険医療機関及び他の保険医療機関で処方された内服薬を合計した種類数から２種類以上減少した場合については、
区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料と合わせて、１か所の保険医療機関に限り算定できることとする。この場合には、当該他の保険医療機関名及び各保険医療機関
における調整前後の薬剤の種類数を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(13)「注２」に規定する薬剤調整加算は、当該保険医療機関で薬剤調整加算又は区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料を１年以内に算定した場合においては、前回の算定に当たって減少した後の内服薬
の種類数から、更に２種類以上減少しているときに限り新たに算定することができる。

がん診療連携拠点病院等とは
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小児向け がんゲノム

小児がん中央機関 （2か所）

小児がん拠点病院 （15か所）

国立がん研究センター （2か所）

都道府県がん診療連携拠点病院（51か所）

地域がん診療連携拠点病院（357か所）

特定領域がん診療連携拠点病院 （1か所）

地域がん診療病院（47か所）

がんゲノム医療中核拠点病院（13か所）

がんゲノム医療拠点病院（32か所）

がんゲノム医療連携病院（203か所）

がん診療連携拠点病院等とは、全国どこでも質の高いがん医療を提供することができるよう指定された病院で、
全国で456か所指定されています。
小児がん拠点病院等とは、小児・AYA世代（15歳から39歳）の患者についても、全人的な質の高いがん医

療及び支援を受けることができるよう、全国で17か所の病院が指定されています
がんゲノム医療中核拠点病院等とはゲノム医療を必要とするがん患者が、全国どこにいても、がんゲノム医療を

受けられる体制を構築するため、全国に248か所の病院が指定されています。
これらの医療機関においては、専門的ながん医療の提供、がん診療の地域連携協力体制の構築、がん患者・

家族に対する相談支援及び情報提供等を行っています。

（令和5年4月1日現在）

（令和5年4月1日現在）

（令和5年6月1日現在）

がん診療連携拠点病院等 小児がん拠点病院等 がんゲノム医療中核拠点病院等

【参考資料】
厚生労働省ホームページ がん診療連携拠点病院等（令和5年6月15日）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/kenkou/gan/gan_byoin.html

（令和5年6月1日現在）

（令和5年6月1日現在）

成人向け
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(１)「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算は、複数の内服薬が処方されている患者であって、薬物有害事象の存在や服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等のおそれのあるものに対して、処方の内容を総合的に評価した上
で、当該処方の内容を変更し、当該患者に対して療養上必要な指導を行う取組を評価したものであり、次に掲げる指導等を全て実施している場合に算定する。
ア患者の入院時に、持参薬を確認するとともに、（７）の関連ガイドライン等を踏まえ、特に慎重な投与を要する薬剤等の確認を行う。
イアを踏まえ、患者の病状、副作用、療養上の問題点の有無を評価するために、医師、薬剤師及び看護師等の多職種によるカンファレンスを実施し、薬剤の総合的な評価を行い、適切な用量への変更、副作用の被疑薬の中
止及びより有効性・安全性の高い代替薬への変更等の処方内容の変更を行う。また、評価した内容や変更の要点を診療録等に記載する。
ウ当該カンファレンスにおいて、処方の内容を変更する際の留意事項を多職種で共有した上で、患者に対して処方変更に伴う注意点を説明する。また、併せて当該患者に対し、ポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行
う。なお、ここでいうポリファーマシーとは、「単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等の問題につながる状態」をいう。
エ処方変更による病状の悪化や新たな副作用の有無について、多職種で確認し、必要に応じて、再度カンファレンスにおいて総合的に評価を行う。
(２)「注１のイ」については、入院中の患者であって、入院前に内服を開始して４週間以上経過した内服薬が６種類以上処方されていたものについて、算定する。この場合において、「特に規定するもの」として、屯服薬について
は内服薬の種類数から除外する。また、服用を開始して４週間以内の薬剤については、調整前の内服薬の種類数からは除外する。
(３)「注１のロ」については、精神病棟に入院中の患者であって、入院時又は退院１年前のうちいずれか遅い時点で抗精神病薬を４種類以上内服していたものについて、算定する。
(４)当該加算の算定における内服薬の種類数の計算に当たっては、錠剤、カプセル剤、散剤、顆粒剤及び液剤については、１銘柄ごとに１種類として計算する。
(５)「注1のロ」及び「注２のロ」に規定する抗精神病薬の種類については、第２章第５部第２節（３）イにおける抗精神病薬の種類と同様の取扱いとする。
(６)医師は、処方内容の総合調整に当たって、薬効の類似した処方や相互作用を有する処方等について、当該保険医療機関の薬剤師に必要に応じ照会を行う。また、当該保険医療機関の薬剤師は、薬効の類似した処方
や相互作用を有する処方等について、必要に応じ医師に情報提供を行う。
(７)持参薬の確認及び内服薬の総合的な評価及び変更に当たっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働
省）、日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。
(８)患者に対してポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行うに当たっては、「高齢者が気を付けたい多すぎる薬と副作用」（日本老年医学会、日本老年薬学会）等を参考
にすること。
(９)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、薬効の重複する薬剤の減少等により、退院時に処方される内服
薬が減少したことを評価したものである。
(10)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、退院時に処方される内服薬が２種類以上減少し、その状態が４
週間以上継続すると見込まれる場合又は退院までの間に、抗精神病薬の種類数が２種類以上減少した場合に算定する。なお、保険医療機関がクロルプロマジン換算を用いた評価を行う場合には、別紙36の２に示す係数を
用い、クロルプロマジン換算で2,000mg以上内服していたものについて、クロルプロマジン換算で1,000mg以上減少した場合を含めることができる。
(11)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、内服薬が減少する前後の内服薬の種類数（クロルプロマジン換算の評価による場合はクロルプロマジン換算した量）を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(12)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、当該保険医療機関及び他の保険医療機関で処方された内服薬を合計した種類数から２種類以上減少した場合については、
区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料と合わせて、１か所の保険医療機関に限り算定できることとする。この場合には、当該他の保険医療機関名及び各保険医療機関
における調整前後の薬剤の種類数を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(13)「注２」に規定する薬剤調整加算は、当該保険医療機関で薬剤調整加算又は区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料を１年以内に算定した場合においては、前回の算定に当たって減少した後の内服薬
の種類数から、更に２種類以上減少しているときに限り新たに算定することができる。

第4期がん対策推進基本計画 整備指針見直しのポイント

都道府県協議会の機能強化

•希少がんや特殊な治療法についての役割分担
•感染症のまん延や災害等におけるBCPに関する議論
•都道府県内の診療機能および実績の収集・分析・

評価・広報
•診療従事者の育成および適正配置に向けた調整

更なるがん医療提供体制の充実

•がんリハビリテーションの体制整備
•全ての診療従事者の緩和ケアへの対応能力の向上
•がん相談支援センターの周知に向けた取組

それぞれの特性に応じた診療提供体制

•希少がん・難治がんに対する対応
•小児・AYA世代のがん患者に対する対応
•妊孕性温存療法のための体制整備
•高齢者のがん患者に対する対応

指定に関する課題の整理

•地域がん診療連携拠点病院（高度型）の廃止
•医師数が300人以下医療圏における緩和要件の
原則廃止

•要件未充足の際の指定類型見直しについての整理

【参考資料】 2022年11月4日 第8次医療計画等に関する研究会資料１をもとに日医工（株）が作成

第4期がん対策基本計画では、がん診療連携拠点病院の整備指針について「都道府県協議会の機能強化」「更
なるがん医療提供体制の充実」「それぞれの特性に応じた診療提供体制」「指定に関する課題の整理」の4つの視
点に分類され、見直しが検討されました。
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(１)「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算は、複数の内服薬が処方されている患者であって、薬物有害事象の存在や服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等のおそれのあるものに対して、処方の内容を総合的に評価した上
で、当該処方の内容を変更し、当該患者に対して療養上必要な指導を行う取組を評価したものであり、次に掲げる指導等を全て実施している場合に算定する。
ア患者の入院時に、持参薬を確認するとともに、（７）の関連ガイドライン等を踏まえ、特に慎重な投与を要する薬剤等の確認を行う。
イアを踏まえ、患者の病状、副作用、療養上の問題点の有無を評価するために、医師、薬剤師及び看護師等の多職種によるカンファレンスを実施し、薬剤の総合的な評価を行い、適切な用量への変更、副作用の被疑薬の中
止及びより有効性・安全性の高い代替薬への変更等の処方内容の変更を行う。また、評価した内容や変更の要点を診療録等に記載する。
ウ当該カンファレンスにおいて、処方の内容を変更する際の留意事項を多職種で共有した上で、患者に対して処方変更に伴う注意点を説明する。また、併せて当該患者に対し、ポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行
う。なお、ここでいうポリファーマシーとは、「単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等の問題につながる状態」をいう。
エ処方変更による病状の悪化や新たな副作用の有無について、多職種で確認し、必要に応じて、再度カンファレンスにおいて総合的に評価を行う。
(２)「注１のイ」については、入院中の患者であって、入院前に内服を開始して４週間以上経過した内服薬が６種類以上処方されていたものについて、算定する。この場合において、「特に規定するもの」として、屯服薬について
は内服薬の種類数から除外する。また、服用を開始して４週間以内の薬剤については、調整前の内服薬の種類数からは除外する。
(３)「注１のロ」については、精神病棟に入院中の患者であって、入院時又は退院１年前のうちいずれか遅い時点で抗精神病薬を４種類以上内服していたものについて、算定する。
(４)当該加算の算定における内服薬の種類数の計算に当たっては、錠剤、カプセル剤、散剤、顆粒剤及び液剤については、１銘柄ごとに１種類として計算する。
(５)「注1のロ」及び「注２のロ」に規定する抗精神病薬の種類については、第２章第５部第２節（３）イにおける抗精神病薬の種類と同様の取扱いとする。
(６)医師は、処方内容の総合調整に当たって、薬効の類似した処方や相互作用を有する処方等について、当該保険医療機関の薬剤師に必要に応じ照会を行う。また、当該保険医療機関の薬剤師は、薬効の類似した処方
や相互作用を有する処方等について、必要に応じ医師に情報提供を行う。
(７)持参薬の確認及び内服薬の総合的な評価及び変更に当たっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働
省）、日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。
(８)患者に対してポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行うに当たっては、「高齢者が気を付けたい多すぎる薬と副作用」（日本老年医学会、日本老年薬学会）等を参考
にすること。
(９)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、薬効の重複する薬剤の減少等により、退院時に処方される内服
薬が減少したことを評価したものである。
(10)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、退院時に処方される内服薬が２種類以上減少し、その状態が４
週間以上継続すると見込まれる場合又は退院までの間に、抗精神病薬の種類数が２種類以上減少した場合に算定する。なお、保険医療機関がクロルプロマジン換算を用いた評価を行う場合には、別紙36の２に示す係数を
用い、クロルプロマジン換算で2,000mg以上内服していたものについて、クロルプロマジン換算で1,000mg以上減少した場合を含めることができる。
(11)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、内服薬が減少する前後の内服薬の種類数（クロルプロマジン換算の評価による場合はクロルプロマジン換算した量）を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(12)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、当該保険医療機関及び他の保険医療機関で処方された内服薬を合計した種類数から２種類以上減少した場合については、
区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料と合わせて、１か所の保険医療機関に限り算定できることとする。この場合には、当該他の保険医療機関名及び各保険医療機関
における調整前後の薬剤の種類数を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(13)「注２」に規定する薬剤調整加算は、当該保険医療機関で薬剤調整加算又は区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料を１年以内に算定した場合においては、前回の算定に当たって減少した後の内服薬
の種類数から、更に２種類以上減少しているときに限り新たに算定することができる。

各拠点病院等の指定期間と要件未充足の場合の対応

成人向け拠点病院等

小児向け拠点病院

がんゲノム中核拠点

がんゲノム拠点

要件未充足がある場合

厚生労働大臣都道府県文書要件未充足の病院

指定類型の見直し
勧告

指定取消

指定の検討会の意見を踏まえて…

特例型へ（1年間）

速やかな改善が妥当である場合

医療安全上の重大な疑義、意図的な虚偽報告

【参考資料】 令和３年10月27日 第13回がん診療提供体制のあり方に関する検討会 厚生労働省健康局がん・疾病対策課 「がん診療提供体制について」より

・各拠点病院の指定期間は最大4年とされており、2023年3月末が満期となり、2023年4月より新たな指定期間が始まります。
・もし、新たな指定期間中に要件の未充足がある場合は、文書にて都道府県を通して厚生労働大臣に報告しなければなりません。
・厚生労働大臣は、指定検討会の意見を踏まえて、類型の見直し、勧告、取消のいずれかの決定をします。
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再指定

再指定

再指定

2023年4月2019年4月 2020年4月 2021年4月 2022年4月

指定期間　2年

指定期間　最大4年

指定期間　4年

指定期間　2年半
1年延長
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(１)「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算は、複数の内服薬が処方されている患者であって、薬物有害事象の存在や服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等のおそれのあるものに対して、処方の内容を総合的に評価した上
で、当該処方の内容を変更し、当該患者に対して療養上必要な指導を行う取組を評価したものであり、次に掲げる指導等を全て実施している場合に算定する。
ア患者の入院時に、持参薬を確認するとともに、（７）の関連ガイドライン等を踏まえ、特に慎重な投与を要する薬剤等の確認を行う。
イアを踏まえ、患者の病状、副作用、療養上の問題点の有無を評価するために、医師、薬剤師及び看護師等の多職種によるカンファレンスを実施し、薬剤の総合的な評価を行い、適切な用量への変更、副作用の被疑薬の中
止及びより有効性・安全性の高い代替薬への変更等の処方内容の変更を行う。また、評価した内容や変更の要点を診療録等に記載する。
ウ当該カンファレンスにおいて、処方の内容を変更する際の留意事項を多職種で共有した上で、患者に対して処方変更に伴う注意点を説明する。また、併せて当該患者に対し、ポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行
う。なお、ここでいうポリファーマシーとは、「単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等の問題につながる状態」をいう。
エ処方変更による病状の悪化や新たな副作用の有無について、多職種で確認し、必要に応じて、再度カンファレンスにおいて総合的に評価を行う。
(２)「注１のイ」については、入院中の患者であって、入院前に内服を開始して４週間以上経過した内服薬が６種類以上処方されていたものについて、算定する。この場合において、「特に規定するもの」として、屯服薬について
は内服薬の種類数から除外する。また、服用を開始して４週間以内の薬剤については、調整前の内服薬の種類数からは除外する。
(３)「注１のロ」については、精神病棟に入院中の患者であって、入院時又は退院１年前のうちいずれか遅い時点で抗精神病薬を４種類以上内服していたものについて、算定する。
(４)当該加算の算定における内服薬の種類数の計算に当たっては、錠剤、カプセル剤、散剤、顆粒剤及び液剤については、１銘柄ごとに１種類として計算する。
(５)「注1のロ」及び「注２のロ」に規定する抗精神病薬の種類については、第２章第５部第２節（３）イにおける抗精神病薬の種類と同様の取扱いとする。
(６)医師は、処方内容の総合調整に当たって、薬効の類似した処方や相互作用を有する処方等について、当該保険医療機関の薬剤師に必要に応じ照会を行う。また、当該保険医療機関の薬剤師は、薬効の類似した処方
や相互作用を有する処方等について、必要に応じ医師に情報提供を行う。
(７)持参薬の確認及び内服薬の総合的な評価及び変更に当たっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働
省）、日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。
(８)患者に対してポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行うに当たっては、「高齢者が気を付けたい多すぎる薬と副作用」（日本老年医学会、日本老年薬学会）等を参考
にすること。
(９)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、薬効の重複する薬剤の減少等により、退院時に処方される内服
薬が減少したことを評価したものである。
(10)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、退院時に処方される内服薬が２種類以上減少し、その状態が４
週間以上継続すると見込まれる場合又は退院までの間に、抗精神病薬の種類数が２種類以上減少した場合に算定する。なお、保険医療機関がクロルプロマジン換算を用いた評価を行う場合には、別紙36の２に示す係数を
用い、クロルプロマジン換算で2,000mg以上内服していたものについて、クロルプロマジン換算で1,000mg以上減少した場合を含めることができる。
(11)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、内服薬が減少する前後の内服薬の種類数（クロルプロマジン換算の評価による場合はクロルプロマジン換算した量）を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(12)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、当該保険医療機関及び他の保険医療機関で処方された内服薬を合計した種類数から２種類以上減少した場合については、
区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料と合わせて、１か所の保険医療機関に限り算定できることとする。この場合には、当該他の保険医療機関名及び各保険医療機関
における調整前後の薬剤の種類数を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(13)「注２」に規定する薬剤調整加算は、当該保険医療機関で薬剤調整加算又は区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料を１年以内に算定した場合においては、前回の算定に当たって減少した後の内服薬
の種類数から、更に２種類以上減少しているときに限り新たに算定することができる。

がん診療連携拠点病院の整備指針

都道府県 厚生労働大臣

推薦 指定

医療計画にて定めるがん医療圏

都道府県がん診療連携拠点病院（1か所）
地域がん診療連携拠点病院（1か所）複数整備 可
複数整備 可

各都道府県エリア

地域がん診療病院

連携

特定領域がん診療連携拠点病院

特定のがんについて
当該都道府県内の最も多くの患者を

診療する病院

整備内容

・専門的ながん医療提供を行う医療機関の整備
・がん診療の連携協力体制の整備
・がん患者に対する相談支援及び情報提供

各都道府県が整備すべき事項

がん診療連携拠点病院のない
がん医療圏

資料No.20230620-2044(2)-p5
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がん診療の質の向上及びがん診療の連携協
力体制の整備がより一層図られることが明確で
ある場合
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(１)「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算は、複数の内服薬が処方されている患者であって、薬物有害事象の存在や服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等のおそれのあるものに対して、処方の内容を総合的に評価した上
で、当該処方の内容を変更し、当該患者に対して療養上必要な指導を行う取組を評価したものであり、次に掲げる指導等を全て実施している場合に算定する。
ア患者の入院時に、持参薬を確認するとともに、（７）の関連ガイドライン等を踏まえ、特に慎重な投与を要する薬剤等の確認を行う。
イアを踏まえ、患者の病状、副作用、療養上の問題点の有無を評価するために、医師、薬剤師及び看護師等の多職種によるカンファレンスを実施し、薬剤の総合的な評価を行い、適切な用量への変更、副作用の被疑薬の中
止及びより有効性・安全性の高い代替薬への変更等の処方内容の変更を行う。また、評価した内容や変更の要点を診療録等に記載する。
ウ当該カンファレンスにおいて、処方の内容を変更する際の留意事項を多職種で共有した上で、患者に対して処方変更に伴う注意点を説明する。また、併せて当該患者に対し、ポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行
う。なお、ここでいうポリファーマシーとは、「単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等の問題につながる状態」をいう。
エ処方変更による病状の悪化や新たな副作用の有無について、多職種で確認し、必要に応じて、再度カンファレンスにおいて総合的に評価を行う。
(２)「注１のイ」については、入院中の患者であって、入院前に内服を開始して４週間以上経過した内服薬が６種類以上処方されていたものについて、算定する。この場合において、「特に規定するもの」として、屯服薬について
は内服薬の種類数から除外する。また、服用を開始して４週間以内の薬剤については、調整前の内服薬の種類数からは除外する。
(３)「注１のロ」については、精神病棟に入院中の患者であって、入院時又は退院１年前のうちいずれか遅い時点で抗精神病薬を４種類以上内服していたものについて、算定する。
(４)当該加算の算定における内服薬の種類数の計算に当たっては、錠剤、カプセル剤、散剤、顆粒剤及び液剤については、１銘柄ごとに１種類として計算する。
(５)「注1のロ」及び「注２のロ」に規定する抗精神病薬の種類については、第２章第５部第２節（３）イにおける抗精神病薬の種類と同様の取扱いとする。
(６)医師は、処方内容の総合調整に当たって、薬効の類似した処方や相互作用を有する処方等について、当該保険医療機関の薬剤師に必要に応じ照会を行う。また、当該保険医療機関の薬剤師は、薬効の類似した処方
や相互作用を有する処方等について、必要に応じ医師に情報提供を行う。
(７)持参薬の確認及び内服薬の総合的な評価及び変更に当たっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働
省）、日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。
(８)患者に対してポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行うに当たっては、「高齢者が気を付けたい多すぎる薬と副作用」（日本老年医学会、日本老年薬学会）等を参考
にすること。
(９)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、薬効の重複する薬剤の減少等により、退院時に処方される内服
薬が減少したことを評価したものである。
(10)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、退院時に処方される内服薬が２種類以上減少し、その状態が４
週間以上継続すると見込まれる場合又は退院までの間に、抗精神病薬の種類数が２種類以上減少した場合に算定する。なお、保険医療機関がクロルプロマジン換算を用いた評価を行う場合には、別紙36の２に示す係数を
用い、クロルプロマジン換算で2,000mg以上内服していたものについて、クロルプロマジン換算で1,000mg以上減少した場合を含めることができる。
(11)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、内服薬が減少する前後の内服薬の種類数（クロルプロマジン換算の評価による場合はクロルプロマジン換算した量）を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(12)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、当該保険医療機関及び他の保険医療機関で処方された内服薬を合計した種類数から２種類以上減少した場合については、
区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料と合わせて、１か所の保険医療機関に限り算定できることとする。この場合には、当該他の保険医療機関名及び各保険医療機関
における調整前後の薬剤の種類数を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(13)「注２」に規定する薬剤調整加算は、当該保険医療機関で薬剤調整加算又は区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料を１年以内に算定した場合においては、前回の算定に当たって減少した後の内服薬
の種類数から、更に２種類以上減少しているときに限り新たに算定することができる。

都道府県がん診療連携拠点病院は都道府県協議会を設置し、都道府県内の
がん診療に係る情報の共有、評価、分析及び発言を行う

がん診療連携拠点病院等の主な整備指針（令和4年8月）

地域がん診療連携拠点病院

●がん医療圏に１カ所整備
・専門的ながん医療の提供
・がん診療の連携協力体制の整備
・がん患者に対する相談支援及び情報提供

●満たすべき要件
・診療体制
・診療従事者
・診療実績
・研修の提供
・情報の収集提供体制等

都道府県がん診療連携拠点病院
●都道府県における中心的な役割
・がん医療の質の向上
・がん診療連携協力体制の構築
・PDCAサイクルの確保

国立がん研究センター

●我が国のがん対策の中核的機関として、我が
国全体のがん医療を牽引する役割を担う

●要件
・医師やその他の診療従事者の育成
・がん診療等に関する情報の収集、分析等
・都道府県がん診療連携拠点病院連絡協議
会の開催

特定領域がん診療連携拠点病院

●特定のがんについて、当該都道府県内の最も多く
の患者を診療する医療機関

地域がん診療病院
●隣接するがん医療圏のがん診療連携拠点病院との

連携を前提にグループとして指定し、がん診療連携
拠点病院の無いがん医療圏に１カ所整備する

特例型

●地域がん診療連携拠点病院、都道府県がん
診療連携拠点病院、特定領域がん診療連携
拠点病院、地域がん診療病院のそれぞれの類
型において、指定要件の充足状況が不十分で
あると判断された場合に経過措置的に指定類
型を見直す

指定要件を欠くなどの事態が発生した場合

都道府県 がん診療連携協議会
各がん診療連携拠点病院の主な

整備指針を記載しています。
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常勤
1名以上
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地域がん診療連携拠点病院等の医療従事者配置基準➀

医師
手術療法

常勤
2名以上の
配置が望ましい

放射線技師 看護師

放射線診断・治療

専門資格を有する者

放射線治療技術者

医学物理学に関する専門資格
を有する者が望ましい

放射線治療に関する専門資格
を有する者が望ましい

専従常勤

1名以上

1名以上

常勤 常勤

1名以上 1名以上

専従専任

診断医師 治療医師

常勤

1名以上

薬剤師

専任 がん薬物療法関する
専門資格を有する者
が望ましい

専従

常勤

1名以上

外来化学療法室

がん看護又はがん薬物療法に
関する専門資格を有する者で
あることが望ましい

常勤

1名以上
専従

薬物療法
医師 看護師

専任から変更

常勤 専従

専任から変更

吹き出し表記は平成30年の通知から
令和4年8月の通知で変更された内容

地域がん診療病院も該当する基準 都道府県がん診療連携拠点病院、特定領域がん診療連携拠点病院も同様

専従1名が
削除

追加

専門的な知識及び技能を有する

追加

追加
「望ましい」＝次期改定で必須を念頭に置いています
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細胞診断
専門的な知識および技能

を有するもの
専任

1名以上

細胞診断関する専門資格を
有する者が望ましい

病理診断

常勤
専従

1名以上

医師

1名以上

専門的な知識および
技能を有するもの

専任

リハビリテーション

リハビリテーションに携わる
専門的な知識および技能
を有する1名以上配置す
ることが望ましい

医師

理学療法士 作業療法士 言語聴覚士
がんリハビリテーション係る業務に携わる専門的な知識および技能を有する

別枠として追加

追加

専門資格を有する者が望ましい

地域がん診療連携拠点病院等の医療従事者配置基準②
吹き出し表記は平成30年の通知から
令和4年8月の通知で変更された内容地域がん診療病院も該当する基準

都道府県がん診療連携拠点病院、特定領域がん診療連携拠点病院も同様
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追加

専門的な知識及び
技能を有する

追加

配置することが望ましい

「望ましい」＝次期改定で必須を念頭に置いています
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常勤

常勤

専任が望ましい

専従が望ましい

1名以上

緩和ケアに関する専門資格を有する者
であることが望ましい

1名以上

緩和ケアチーム

常勤

専従
・1名以上
・要資格

看護師

がん看護又は緩和ケアに関する
専門資格を有する者

1名以上

薬剤師

・社会福祉士等
・1名以上

相談支援員

専任

身体症状の緩和
医師

精神症状の緩和
医師

「望ましい」
が削除

緩和ケアに携わる専門的な知識及び
技能を有するもの

・専門的な知識及び技能を有するもの

地域がん診療連携拠点病院等の医療従事者配置基準③
吹き出し表記は平成30年の通知から
令和4年8月の通知で変更された内容

地域がん診療病院も該当する基準 都道府県がん診療連携拠点病院、特定領域がん診療連携拠点病院も同様
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追加

追加

他部署との兼任可 追加

公認心理士等

緩和ケアチームに
協力する、医療
心理に携わる専
門的な知識及び
技能を有する者

別枠として追加

当該医療圏の医師数が概ね300人を下回る場合における専門的な知識及び技能を有する医師の配置に関する特例は原則として認められません。ただし、地域に
おける医療体制に大きな影響がある場合については、都道府県全体の医療体制の方針等を踏まえて、指定の検討会において個別に判断することとなっています。

・１人以上

「望ましい」＝次期改定で必須を念頭に置いています
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【診療実績】
下記①または②を概ね満たすこと。
ただし、同一医療圏に複数の医療機関を指定する場合は①をすべて満たすこと

①以下の項目をそれぞれ満たすこと。
•院内がん登録数500件以上/年
•悪性腫瘍の手術件数400件以上/年
•がんに係る薬物療法のべ患者数1000人以上/年
•放射線治療のべ患者数200人以上/年
•緩和ケアチームの新規介入患者数50人以上/年

②相対的な評価
•当該、がん医療圏に居住するがん患者のうち、２割程度について診療実績があること。

地域がん診療連携拠点病院に求められる実績要件

①９割以上②18％以上
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【相談支援センター】
• 国立がん研究センターによるがん相談支援センター相談員基礎研修（１） ～（３）を修了した

専従及び専任の相談支援に携わる者をそれぞれ１人ずつ配置すること。なお、当該相談支援に携
わる者のうち１名は、社会福祉士であることが望ましい。

• 相談支援に携わる者は、対応の質の向上のために、がん相談支援センター相談員研修等により定
期的な知識の更新に努めること等。

【その他の環境整備等】
•患者とその家族が利用可能なインターネット環境を整備することが望ましい。
•冊子や視聴覚教材等を用いてがん患者及びその家族が自主的に確認できる環境を整備すること。
•がん治療に伴う外見の変化について、情報提供・相談に応じられる体制を整備していること。
•がん患者の自殺リスクに対し、院内で共通したフローの使用、対応方法や関係機関との連携につい
て明確にしておくこと.

【参考】 地域がん診療連携拠点病院に求められる
人員配置基準

資料No.20230620-2044(2)-p11
本資料は、2023年6月15日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

注：青文字アンダーラインは前回より追加又は変更された箇所
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地域がん診療連携拠点病院 地域がん診療病院

診療実績

下記①または②を概ね満たすこと。 ただし、同一医療圏に複数の医療機関
を推薦する場合は①をすべて満たすこと
①以下の項目をそれぞれ満たすこと

• 院内がん登録数500件以上/年
• 悪性腫瘍の手術件数400件以上/年
• がんに係る薬物療法のべ患者数1000人以上/年
• 放射線治療のべ患者数200人以上/年
• 緩和ケアチームの新規介入患者数50人以上/年

当該がん医療圏のがん患者を一定程度診療していること

②相対的な評価
• 当該医療圏に居住するがん患者のうち、２割程度について診療実績が
あること

手術療法 • 手術療法に携わる常勤の医師を１人以上配置

放射線診断
・治療

• 専任の放射線診断に携わる常勤の医師を１人以上配置
• 専従の放射線治療に携わる常勤の医師を１人以上配置
• 放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を２人以上配置

が望ましい
• 機器の精度管理、照射計画等に携わる常勤かつ専従の技術者等を１
人以上配置

• 放射線治療部門に、専従の放射線治療に携わる常勤の看護師を１
人以上配置

• (実施する場合）専従の放射線治療に携わる常勤の医師を１人以上配置

• 放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を２人以上配置

• 放射線治療部門に、専従の放射線治療に携わる常勤の看護師を１人以
上配置が望ましい

薬物療法
• 専従の薬物療法に携わる常勤の医師を１人以上配置
• 専任の薬物療法に携わる常勤の薬剤師を１人以上配置
• 外来化学療法室に、専従の薬物療法に携わる常勤の看護師を１人
以上配置

• 専任の薬物療法に携わる常勤の医師を１人以上配置
• 専任の薬物療法に携わる常勤の薬剤師を １人以上配置することが望ましい
• 外来化学療法室に、専任（がん看護又はがん薬物療法）の常勤の看護

師を１人以上配置
（専従であることが望ましい）

病理診断 • 専従の病理診断に携わる常勤の医師を１人以上配置
• 専任の細胞診断に係る業務に携わる者を１人以上配置 •専任の病理診断に携わる医師を１人以上配置することが望ましい

細胞診断 •専任の細胞診断に係る業務に携わる者を１人以上配置 • 細胞診断に係る業務に携わる者を１人以上配置

【参考】 地域がん診療連携拠点病院と地域がん診療病院
実績と人員配置基準

資料No.20230620-2044(2)-p12
本資料は、2023年6月15日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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地域がん診療連携拠点病院 地域がん診療病院

リハビリテーション
• 専門的な知識および技能を有する理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士等を配置することが望ましい

緩和ケアチーム

•専任の身体症状の緩和に携わる常勤の医師を１人以上配置
（専従であることが望ましい）
•精神症状の緩和に携わる常勤の医師を１人以上配置
（専任であることが望ましい）
•専従の緩和ケアに携わる常勤の看護師を１人以上配置
（専門資格を有する者であること）。
•緩和ケアに携わる薬剤師及び相談支援に携わる者をそれぞれ１人以上
配置することが望ましい

（相談支援に携わる者は社会福祉士等が望ましい）
•公認心理師等の医療心理に携わる者を１人以上配置することが望まし
い

•専任の身体症状の緩和に携わる常勤の医師を１人以上配置
（専従であることが望ましい）
•精神症状の緩和に携わる医師を１人以上配置
（専任であることが望ましい。また、常勤であることが望ましい）
•専従の緩和ケアに携わる常勤の看護師を１人以上配置
•緩和ケアチームに協力する薬剤師、社会福祉士等の相談支援に携わ

る者、公認心理師等の医療心理に携わる者をそれぞれ１人以上配
置することが望ましい

資料No.20230620-2044(2)-p13
本資料は、2023年6月15日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

【参考】 地域がん診療連携拠点病院と地域がん診療病院
実績と人員配置基準
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地域がん診療連携拠点病院 地域がん診療病院

がん相談支援
センター

➀ 国立がん研究センターによるがん相談支援センター相談員基礎研修を修了した専従及び専任
の相談支援に携わる者をそれぞれ１人ずつ配置（うち１名は、社会福祉士であることが望まし
い）

②相談支援に携わる者は、対応の質の向上のために、がん相談支援センター相談員研修等により
定期的な知識の更新に努めること

❸院内及び地域の診療従事者の協力を得て、院内外のがん患者及びその家族並びに地域の住
民及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備すること
相談支援に関し十分な経験を有するがん患者団体との連携協力体制の構築に積極的に取り組
むこと

❹がん相談支援センターについて周知するため、以下の体制を整備すること
ア~オ 略
❺がん相談支援センターの業務内容について、相談者からフィードバックを得る体制を整備すること。
また、フィードバックの内容を自施設の相談支援の質の向上のために活用するとともに、都道府県
協議会で報告し、他施設とも情報共有すること

➏患者からの相談に対し、必要に応じて速やかに院内の診療従事者が対応できるよう、病院長もし
くはそれに準じる者が統括するなど、がん相談支援センターと院内の診療従事者が協働する体制
を整備すること

❼がん相談支援センターの相談支援に携わる者は、Ⅳの２の（４）に規定する当該都道府県に
ある都道府県拠点病院が実施する相談支援に携わる者を対象とした研修を受講すること

❽がん患者及びその家族が心の悩みや体験等を語り合うための患者サロン等の場を設けること
その際には、一定の研修を受けたピア・サポーターを活用する、もしくは十分な経験を持つ患者団
体等と連携して実施するよう努めること
なお、オンライン環境でも開催できることが望ましい

•左記の➀②は必須
❸~❽は連携病院との役割分担で行う

院内がん登録 •国立がん研究センターが実施する研修で中級認定者の認定を受けた専従の院内がん登録の実
務を担う者を１人以上配置

•院内がん登録の実施に係る指針に即して院内が
ん登録を実施すること

その他の
環境整備

•患者とその家族が利用可能なインターネット環境を整備することが望ましい。
•冊子や視聴覚教材等を用いてがん患者及びその家族が自主的に確認できる環境を整備すること
•がん治療に伴う外見の変化について、情報提供・相談に応じられる体制を整備していること
•がん患者の自殺リスクに対し、院内で共通したフローの使用、対応方法や関係機関との連携につ
いて明確にしておくこと

必要に応じグループ指定を受けるがん診療連携拠
点病院と連携する等により、Ⅱ の２の（３）に
定める要件（左記）を満たすこと

資料No.20230620-2044(2)-p14
本資料は、2023年6月15日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

【参考】 地域がん診療連携拠点病院と地域がん診療病院
実績と人員配置基準
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【参考】 薬剤師が関連する
地域がん診療連携拠点病院の指定要件

Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について
２ 診療体制
（１）診療機能

① 集学的治療等の提供体制及び標準的治療等の提供
ウ がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、以下のカンファレンスをそれぞれ必要に応じて定期的に開催す

ること。特に、ⅳのカンファレンスを月１回以上開催すること。また、検討した内容については、診療録に記録の上、関係者間
で共有すること。
ⅱ 個別もしくは少数の診療科の医師に加え、看護師、薬剤師、必要に応じて公認心理師や緩和ケアチームを代表する者

等を加えた、症例への対応方針を検討するカンファレンス
エ 院内の緩和ケアチーム、口腔ケアチーム、栄養サポートチーム、感染防止対策チーム等の専門チームへ、医師だけではなく、

看護師や薬剤師等他の診療従事者からも介入依頼ができる体制を整備すること。
③ 緩和ケアの提供体制
オ 医療用麻薬等の鎮痛薬の初回使用時や用量の増減時には、医師からの説明とともに薬剤師や看護師等により、外来・病

棟を問わず医療用麻薬等を自己管理できるよう指導すること。その際には、自記式の服薬記録を整備活用すること。

（２）診療従事者
② 専門的な知識及び技能を有する医師以外の診療従事者の配置
イ 専任の薬物療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師を１人以上配置すること。なお、当該薬剤師はが

ん薬物療法に関する専門資格を有する者であることが望ましい。
エ 緩和ケアチームに、緩和ケアに携わる専門的な知識及び技能を有する薬剤師及び相談支援に携わる専門的な知識及び技

能を有する者をそれぞれ１人以上配置すること。なお、当該薬剤師は緩和薬物療法に関する専門資格を有する者であるこ
とが望ましい。また、当該相談支援に携わる者は社会福祉士等であることが望ましい。これらは、他部署との兼任を可とする。

資料No.20230620-2044(2)-p15
本資料は、2023年6月15日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。
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Ⅲ 特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件について
地域拠点病院の指定要件に加え、他の拠点病院等に対する医師の派遣や人材育成による診療支援に積極的に取り組み、その
観点から都道府県協議会にも積極的に参画すること。

Ⅳ 都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件について
１ 都道府県における診療機能強化に向けた要件
（１）当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師・薬剤師・看護師等を対象とした研修を実

施すること。
３ 都道府県拠点病院の診療機能強化に向けた要件

⑧緩和ケアセンターには、緩和ケアチームの構成員に加えて、専門的な知識及び技能を有する医師以外の医療従事者を配置
すること

ウ 緩和ケアセンターの業務に協力する薬剤師を配置すること。なお、当該薬剤師はがん薬物療法に関する専門資格を有す
る者であることが望ましい。また、当該薬剤師はⅡの２の（２）の②のエに規定する薬剤師との兼任を可とする。

Ⅴ 特定領域がん診療連携拠点病院の指定要件について
２ Ⅱに規定する地域拠点病院の指定要件を満たすこと。ただし、がんの種類に応じて必要な治療法が異なる可能性があるため、

指定にあたってはⅡの要件のうち満たしていない項目がある場合には、個別に指定の可否を指定の検討会において検討する。

資料No.20230620-2044(2)-p16
本資料は、2023年6月15日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

【参考】 薬剤師が関連する
地域、都道府県、特定領域がん診療連携拠点病院等の指定要件

緩和ケアチーム
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Ⅵ 地域がん診療病院の指定要件について
(１) 診療機能

オ がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう以下のカンファレンスをそれぞれ必要に応じて定期的に開催する
こと。特に、ⅳのカンファレンスを定期的に開催すること。また、検討した内容については、診療録に記録の上、関係者間で共有
すること。
ⅱ 個別もしくは少数の診療科の医師に加え、看護師、薬剤師、必要に応じて公認心理師や緩和ケアチームを代表する者な

どを加えた、症例への対応方針を検討するカンファレンス
カ 院内の緩和ケアチーム、口腔ケアチーム、栄養サポートチーム、感染防止対策チーム等の専門チームへ、医師だけではなく、

看護師や薬剤師等、他の診療従事者からも介入依頼ができる体制を整備すること。
③ 緩和ケア提供体制

オ 医療用麻薬等の鎮痛薬の初回使用時や用量の増減時には、医師からの説明とともに薬剤師や看護師等により、外来・病
棟を問わず医療用麻薬等を自己管理できるよう指導すること。その際には、自記式の服薬記録を整備活用すること。

（２）診療従事者
②専門的な知識及び技能を有する医師以外の診療従事者の配置
イ 外来化学療法室に、専任の薬物療法に携わるがん看護又はがん薬物療法に関する専門的な知識及び技能を有する常勤

の看護師を１人以上配置すること。なお、当該看護師は専従であることが望ましい。また、当該看護師はがん看護又はがん
薬物療法に関する専門資格を有する者であることが望ましい。 専任の薬物療法に携わる専門的な知識及び技能を有する
常勤の薬剤師を１人以上配置することが望ましい。

エ 緩和ケアチームに協力する薬剤師、社会福祉士等の相談支援に携わる者、公認心理師等の医療心理に携わる者をそれぞ
れ１人以上配置することが望ましい。

資料No.20230620-2044(2)-p17
本資料は、2023年6月15日迄の情報に基づき、日医工（株）が編集したものですが、その正確性等について保証するものではありません。本資料のご利用により、直接または間接に損害が発生したとしても、一切の責任は負いかねます。

【参考】 薬剤師が関連する
地域がん診療病院等の指定要件
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●がん診療連携拠点病院の指定には、すべての要件を充足が必要で指定期限が
4年間と設定されています。

●令和4年8月に交付された整備に関する指針では、医療従事者の配置基準も一
部変更されており、厳格化された項目があります。

●薬剤師の配置が求められている部門には、「薬物療法」と「緩和ケアチーム」があり
ます。

●指定期間中は、常に条件を満たす必要があり、満たさない場合指定が外される可
能性があります。

●指定要件の一部が未充足の際には、新規指定の場合は見送りされ、更新の場合
は、特例型となり指定期間は1年間となります。
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(１)「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算は、複数の内服薬が処方されている患者であって、薬物有害事象の存在や服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等のおそれのあるものに対して、処方の内容を総合的に評価した上
で、当該処方の内容を変更し、当該患者に対して療養上必要な指導を行う取組を評価したものであり、次に掲げる指導等を全て実施している場合に算定する。
ア患者の入院時に、持参薬を確認するとともに、（７）の関連ガイドライン等を踏まえ、特に慎重な投与を要する薬剤等の確認を行う。
イアを踏まえ、患者の病状、副作用、療養上の問題点の有無を評価するために、医師、薬剤師及び看護師等の多職種によるカンファレンスを実施し、薬剤の総合的な評価を行い、適切な用量への変更、副作用の被疑薬の中
止及びより有効性・安全性の高い代替薬への変更等の処方内容の変更を行う。また、評価した内容や変更の要点を診療録等に記載する。
ウ当該カンファレンスにおいて、処方の内容を変更する際の留意事項を多職種で共有した上で、患者に対して処方変更に伴う注意点を説明する。また、併せて当該患者に対し、ポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行
う。なお、ここでいうポリファーマシーとは、「単に服用する薬剤数が多いことではなく、それに関連して薬物有害事象のリスク増加、服薬過誤、服薬アドヒアランス低下等の問題につながる状態」をいう。
エ処方変更による病状の悪化や新たな副作用の有無について、多職種で確認し、必要に応じて、再度カンファレンスにおいて総合的に評価を行う。
(２)「注１のイ」については、入院中の患者であって、入院前に内服を開始して４週間以上経過した内服薬が６種類以上処方されていたものについて、算定する。この場合において、「特に規定するもの」として、屯服薬について
は内服薬の種類数から除外する。また、服用を開始して４週間以内の薬剤については、調整前の内服薬の種類数からは除外する。
(３)「注１のロ」については、精神病棟に入院中の患者であって、入院時又は退院１年前のうちいずれか遅い時点で抗精神病薬を４種類以上内服していたものについて、算定する。
(４)当該加算の算定における内服薬の種類数の計算に当たっては、錠剤、カプセル剤、散剤、顆粒剤及び液剤については、１銘柄ごとに１種類として計算する。
(５)「注1のロ」及び「注２のロ」に規定する抗精神病薬の種類については、第２章第５部第２節（３）イにおける抗精神病薬の種類と同様の取扱いとする。
(６)医師は、処方内容の総合調整に当たって、薬効の類似した処方や相互作用を有する処方等について、当該保険医療機関の薬剤師に必要に応じ照会を行う。また、当該保険医療機関の薬剤師は、薬効の類似した処方
や相互作用を有する処方等について、必要に応じ医師に情報提供を行う。
(７)持参薬の確認及び内服薬の総合的な評価及び変更に当たっては、「高齢者の医薬品適正使用の指針（総論編）」（厚生労働省）、「高齢者の医薬品適正使用の指針（各論編（療養環境別））」（厚生労働
省）、日本老年医学会の関連ガイドライン（高齢者の安全な薬物療法ガイドライン）等を参考にすること。
(８)患者に対してポリファーマシーに関する一般的な注意の啓発を行うに当たっては、「高齢者が気を付けたい多すぎる薬と副作用」（日本老年医学会、日本老年薬学会）等を参考
にすること。
(９)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、薬効の重複する薬剤の減少等により、退院時に処方される内服
薬が減少したことを評価したものである。
(10)「注２」に規定する薬剤調整加算は、「注１」に規定する薬剤総合評価調整加算に係る算定要件を満たした上で、退院時に処方される内服薬が２種類以上減少し、その状態が４
週間以上継続すると見込まれる場合又は退院までの間に、抗精神病薬の種類数が２種類以上減少した場合に算定する。なお、保険医療機関がクロルプロマジン換算を用いた評価を行う場合には、別紙36の２に示す係数を
用い、クロルプロマジン換算で2,000mg以上内服していたものについて、クロルプロマジン換算で1,000mg以上減少した場合を含めることができる。
(11)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、内服薬が減少する前後の内服薬の種類数（クロルプロマジン換算の評価による場合はクロルプロマジン換算した量）を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(12)「注２」に規定する薬剤調整加算の算定に当たっては、当該保険医療機関及び他の保険医療機関で処方された内服薬を合計した種類数から２種類以上減少した場合については、
区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料と合わせて、１か所の保険医療機関に限り算定できることとする。この場合には、当該他の保険医療機関名及び各保険医療機関
における調整前後の薬剤の種類数を診療報酬明細書の摘要欄に記載すること。
(13)「注２」に規定する薬剤調整加算は、当該保険医療機関で薬剤調整加算又は区分番号「Ｂ００８－２」薬剤総合評価調整管理料を１年以内に算定した場合においては、前回の算定に当たって減少した後の内服薬
の種類数から、更に２種類以上減少しているときに限り新たに算定することができる。
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